
1 ．はじめに
　近年，災害発生時において，Twitter，Facebook，
LINEなどの SNS（ソーシャル・ネットワーキン

グ・サービス）［1］を通した情報発信は被災地の内
外で盛んに行われており，災害発生時の情報源と
して SNSへの期待が高まっている。このような
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状況を受けて，インターネット上の SNSから災
害関連情報をリアルタイムに分析・整理して，救
援や避難の支援を行う質問応答システムを開発・
公開する研究も活発に行われている1,2）。
　筆頭著者は，東日本大震災の事例研究として，
発生から 1 ヶ月間に配信された160万件のツイー
トを精読する内容分析を行い，ツイート文から発
信場所と被害状況や支援ニーズが把握できるもの
はわずか0.23％であり，ソーシャルメディアを利
用した状況やニーズの把握はそもそも困難だった
ことを明らかにしている3,4）。さらに，2017年九州
北部豪雨を対象に「#救助（救助要請を意味する
ハッシュタグ）」があるツイート1,058件を分析し
たところ，被災地内から真に救助要請を意図して
発信されたツイートはわずか21件であり，大半は
不要・無関係な SNS発信だっただけでなく，警
察・消防関係者に実際に情報が到達して現地確認
された事例は 1件のみだったことを明らかにして
いる5，6）。また，2018年大阪北部地震や2018年北
海道胆振東部地震においては，SNSで犯罪や断
水に関するデマ情報が発生していた7）。
　災害時の SNS利用に注目が集まった東日本大
震災の発生から10年が経過した（2021年執筆時点）。
この間，SNSユーザーは増加し8），主に使用され
る SNSツールも変化してきている9）。この時点に
おいて改めてその利用実態や，効果・課題を整理
することは，今後の災害情報の施策や学術研究を
実施するうえで，基礎的な知見を提供できるもの
と考える。災害時によく使われた情報のツールや，
その用途に関する大規模な調査は，東日本大震
災10），熊本地震11）の事例において行われたものが
わずかに存在するのみとなっている。
　本報では，災害時に SNSユーザーがとった情
報行動と，その行動とパーソナリティ特性の関係
を明らかにすることを試みる。効果的な情報行動
であったり，そうでない情報行動を行う背景には，
ユーザー個人のパーソナリティや情報リテラシー
が影響することが想像される。特に，情報リテラ
シーと情報行動の間に関係性を見出すことができ
れば，情報リテラシーに関する教育によって，災
害時の情報行動を改善できる可能性がある。

　本稿では，執筆時点における災害時の被災者の
SNS利用動向について調査し，そこにみえる特徴，
課題を報告する。

2 ．方法
2. 1　予備調査：質的調査
　量的な調査を行う前に，設問項目の設計を行う
ことを目的に，2016年熊本地震，2018年西日本豪
雨，2018年北海道胆振東部地震，2019年台風19号
（令和元年東日本台風）を経験した被災者に，「こ
んな情報が役に立った」「こんな困ったことがあっ
た」「こんな情報を発信した」の内容を問う質的調
査を実施した。日本マーケティングリサーチ協会
のインターネット・モニターに登録されているモ
ニターのうち，以上の災害で住宅またはライフラ
インに被害があり，SNSを使用している登録モ
ニターに対してスクリーニングを行い，100名か
ら回答を得た。回答者には，「災害時の SNSから
情報を閲覧したときに『こんな情報が役に立った』
というご経験を詳しく教えてください」，「災害時
の SNSから情報を閲覧したときに『こんな困っ
たことがあった』『こんな嫌なことがあった』とい
うご経験を詳しく教えてください」，「災害時に，
SNSから『こんな情報を発信した』というご経験
を詳しく教えてください」をすべて自由記述形式
で問う調査として実施した。
　さらに詳細な情報を得るために，以上100名全
員に面接調査を依頼し，うち14名から承諾を得る
ことができ，オンラインで面接調査を行った。自
由記述として得た回答内容について，その内容を
詳細に聞き取った。面接時間は， 1人あたり15～
45分となった。

2．2　本調査：量的調査
　量的な実態を把握するために，2016年熊本地震，
2018年西日本豪雨，2018年北海道胆振東部地震，
2019年台風19号（令和元年東日本台風），2020年
7 月豪雨（令和 2 年 7 月豪雨）における被災者に
対して，インターネットによる質問紙調査を実施
した。モニターは，それぞれの災害で，住宅被害
またはライフラインに被害があった人をスクリー
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ニングにすることで，「被災者」としてサンプル
を抽出した。具体的には，いずれかの災害で，住
宅被害が全壊，大規模半壊，半壊，一部損壊，浸
水被害が流失，床上浸水，床下浸水，電気・水道・
ガスの停止が数時間以上，のいずれかの被害あっ
た人を被災者サンプルとした。
　2021年 1 月にスクリーニングおよび調査を実施
した結果，熊本地震は498名（39.8％），西日本豪
雨は202名（16.2％），北海道胆振東部地震は252名
（20.2％），2019年台風19号は267名（21.4％），令
和 2年 7 月豪雨は31名（2.5％）の全1250名から回
答を得た。回答者の被災状況の内訳は，住宅被害
で全壊2.4％，大規模半壊3.2％，半壊7.6％，一部
損壊34.2％，浸水被害で流出0.4％，床上浸水6.2％，
床下浸水10.2％，停電で 5 日間以上10.5％， 4 日
間2.2％， 3 日間8.2％， 2 日間16.5％，数時間～
1日40.5％，断水で 5日間以上38.4％，4日間2.6％，
3 日間5.9％， 2 日間7.6％，数時間～ 1 日14.2％，
ガス停止で 5日間以上15.0％， 4日間1.8％， 3日
間2.6％，2日間4.2％，数時間～ 1日10.1％となっ
た。男性54.4％，女性45.6％，20代10.7％，30代
23.3％，40代29.7％，50代24.7％，60代11.6％から
回答を得た。
　同調査では，主な情報入手手段，役立った情報，
役立った情報ごとに利用した情報収集手段，SNS

での発信・転送の実績，発信した内容，発信した
情報手段，SNSで困った経験とその内容，その
際に使用した情報手段を把握した。なお，「役立っ
た情報」「発信した情報」「困った情報」の選択肢は，
前節で述べた100名に対する予備調査における自
由記述と面接調査の結果を整理し，作成した。具
体的な選択肢は， 3章以降の分析結果にて示す。
これらに加えて，そのような状況になった人やそ
のような行動をした人のパーソナリティ特性を把
握することにした。情報行動の特性を表すものと
して，情報実践力尺度12），ネット荒らし尺度13）を，
防災行動の特性を表すものとして防災リテラシー
得点14）を，性格特性を表すものとしてビッグファ
イブ15）を採用した。
　情報実践力尺度12）は，適切な形で情報手段を利
用し，情報を取り扱っていく際に必要な収集力，

判断力，処理力，表現力，創造力，発信・伝達力
といった 5つの能力を尺度化した指標である。収
集力は目的に応じて，必要な情報をもれなく，適
切な手段で主体的に収集する能力，判断力は数多
くある情報の中から必要なものを選択し，内容を
判断し，適切な情報を引き出す能力，表現力は情
報の表現方法に注意し，情報を適切な形式で整理，
表現する能力，処理力は収集した情報に適切な処
理を加えて，必要な情報を読み取る能力，創造力
は自分の考えや意見を持ち，情報を創造する能力，
発信・伝達力は受け手の立場や，情報を処理する
能力を意識して，情報を発信・伝達する能力であ
る。同尺度は，全58項目からなる 7件法（非常に
当てはまる～まったく当てはまらない）で測定す
る指標である。
　ネット荒らし尺度13）は，インターネット上の問
題行動のうち，ネット荒らしを楽しむ程度・感
情・態度から構成される指標である。「面白いので，
物議をかもすようなネタをインターネット上で共
有したり，送ったことがある」，「インターネット
上で面識のない人を困らせるのは楽しい」などの
全 8項目からなる 5件法（非常によく当てはまる
～まったく当てはまらない）で，ネット荒らしの
傾向を測定する指標である。
　防災リテラシー得点14）は，一人ひとりが災害の
リスクを理解し，必要な備えを行い，いざという
ときに適切な行動をとることができる力を評価す
る指標である。「地震災害や対策について強い関
心・興味がある」「地震災害や対策についての十
分な知識を持っている」などから構成されるもの
で，全 5項目かなる 5件法（とてもそう思う～そ
う思わない）で評価する得点である。
　ビッグファイブは，人間が持つさまざまな性格
は 5つの要素の組み合わせで構成されるとする理
論である。 5つの要素は，①外向性（活力，興奮，
自己主張，社交性，他人との付き合いで刺激を求
める），②協調性（他人に対して疑い深く敵意を
抱くのではなく，思いやりがあり協力的である傾
向），③勤勉性（組織化され信頼できる傾向，自
己コントロール能力を示す傾向，忠実に行動する
傾向，達成を目指す傾向，自発的な行動よりも計
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画的な行動を好む傾向），④情緒安定性（神経症
傾向は心理的ストレスを受けやすい傾向），⑤知
性（芸術，感情，冒険，珍しいアイデア，好奇心，
そして多様な経験への感謝）からなる。本報では，
このビッグファイブ論にもとづいて村上・村上16）

が作成した主要 5因子性格検査の60項目の 5件法
（とてもあてはまる～まったく当てはまらない）
を採用した。
　分析においては，災害時の情報行動を集計する
とともに，これらの行動とパーソナリティ特性と
の対応関係を差の検定や相関係数の計算によって，
その関連性を明らかにした。

3 ．結果・考察：情報の入手
　図 1に，各災害で使用した情報入手手段につい
て複数回答で問うた結果を示す。回答者には，ス
クリーニング項目において「以下の災害のうち，
あなたが受けた被害が最も大きい災害を一つお選
びください」という問で， 2章 2 節に示した災害
名を提示し，択一で回答を得た。本設問のなかで

「先程選んだ災害が発生した時に情報収集に利用
したものは何ですか（いくつでも）」と複数回答で
得た結果を図 1に示している。同質問文では，使
用の対象期間（当日， 2 ～ 3 日， 1 週間等）を明
記していなかったため，回答者間で期間に対する
イメージが統一されていない懸念があることを付
記する。最も使用された手段は，北海道胆振東部
地震をのぞいて，テレビが64.5～76.8％と最も高
かった。北海道胆振東部地震では，大規模な停電
が広域かつ長期間（約 1 ヶ月間）発生していたこ
とから17），電力を必要とするテレビで情報を入手
できた人の割合が他の災害に比べて低くなったと
考えられる。代わりに，バッテリー等の代替電力
で使用できるラジオが最も使用された情報入手手
段であった（63.9％）。ラジオは31.1～63.9％とど
の災害でも使用率が高い。新聞は14.3～41.9％と
災害によって（被災地によって）使用率が異なる。
SNSで利用率が高かったのは，LINE（24.4～41.2％）
と Twitter（19.8～40.1％）であり，Facebookと
Instagramはそれらの使用率を下回っている。
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図 1　住宅またはライフラインに被害があった災害で使用した情報入手手段（MA）　
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Facebookは東日本大震災の際にも，Twitterより
使用率が低く10），その傾向は変わっていないと 

言える。昨今平時での利用率が高まっている
Instagramは，SNSマーケティングに利用されて
いたり，綺麗な画像・動画を閲覧することに使用
することが主な目的18）とされるために，災害時に
あまり利用されなかったと考える。なお，災害前
に使用していた SNSについて問うた結果は，
Twitter が47.5 ％，Facebook が38.6 ％，LINE が
93.6％，Instagramが45.4％であった。この結果は，
図 1中の各災害における SNSツールの使用比率の
多少と類似しており，平時の利用状況が災害時の
使用と高い関連性をもっていることがうかがえる。
　以上より，災害時の情報入手手段は，使用する
情報入手手段が，おおむねテレビ，ラジオ，新聞
の順になることは，過去の災害における調査結
果19）と変わらず，現在もなお災害時の主要な情報
入手手段であることが分かる。SNSの中でも使
用率が高い LINE，Twitterは，テレビの使用率を
下回るものの，災害によってはラジオの使用率を

上回ったり（台風19号の LINE），新聞の使用率を
上回ったり（ 7月豪雨以外）している。
　では，どのような情報を入手したことが「役立っ
た」と回答したのか，その情報の内容に着目する。
図 2に，災害時に入手した情報とその役立った程
度を示す。図 2の縦軸の項目（入手した情報）は，
「とても役立った」を 6，「その情報を得ていない」
を 1とする間隔尺度として得点化し，項目ごとの
平均値を求め，その値の降順で示しており，役立っ
た順で並んでいるとみなされたい。
　図 2の上位10件を見ると，①気象や揺れなどの
ハザードに関する情報，②避難情報，③道路交通
に関する情報，④ライフライン（特に水道）に関
する情報，⑤生活支援に関する情報であった。 

①気象や揺れなどのハザードに関する情報には， 

「 1．気象庁による観測情報に関する情報」， 

「 2．公的機関からの余震の可能性に関する情報」，
「 6．公的機関以外からの余震の可能性に関する
情報」，「 9．国や都道府県などによる河川水位に
関する情報」が該当する。②避難情報には， 
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15．電気が停止している場所の範囲の情報

16．お風呂に関する情報（場所、時間、利用料など）

17．どの避難所がいつ開設されたのかという情報

18．家族の安否が分かった情報

19．家族に送った自分自身の安否情報（どこにいるかの／場所の情報含む）

20．家族以外の親戚の安否が分かった情報

21．電車の運行情報

22．携帯電話が充電できる場所の情報

23．どの避難所がいつ閉鎖されたのかという情報

24．ガスが復旧する時期の情報

25．ガスが停止している場所の範囲の情報

26．バスの運行情報

とても役に立った まあ役に立った どちらでもない あまり役立っていない 全く役立っていない その情報を得ていない

図 2　災害時に入手した情報とその役立った程度

自然災害科学 J. JSNDS  41-2 （2022） 111



「 3．自治体からの避難情報」，③道路交通に関す
る情報には，「 4．道路の復旧に関する情報」， 

「 5．通れない道に関する情報」が該当する。 

④ライフライン（特に水道）に関する情報には， 

「 7．水道が停止している場所の範囲の情報」， 

⑤生活支援に関する情報には「 8．どの店舗が営
業しているかという情報」，「10．避難生活で活か
せる知恵に関する情報」が該当する。以上の上位
10件を見ると，自身の安全確保や避難行動の参考

にしたと考えられるもの（ 1，2，3，4，5，6，
9），被災生活を安定させるために参考にしたと
考えられるもの（ 7， 8，10）が，災害時に特に
役立っていた情報であったということが分かる。
　次に，これら役立った情報をどの手段で入手し
たかを分析する。図 2に示した役立った情報（表
1では収集した情報）について，入手した手段を
複数回答で問うた結果を表 1に示した。図 2には，
役に立った・役に立たなかったに関わらず，当該

表 1　役立った情報の情報入手手段（MA）

　区分 収集した情報 テレビ ラジオ 新聞 Twitter Facebook LINE Instagram その他

ハザード

24． 気象庁による観測情報（気象，地震，
津波等）に関する情報 59.8％ 26.5％  8.9％ 12.3％  2.7％  8.2％  0.7％ 10.2％

26． （大雨・台風災害の場合）国や都道府
県などによる河川水位に関する情報 58.2％ 24.8％  8.3％ 12.7％  3.4％  9.0％  0.8％ 11.0％

4 ． （地震災害の場合）公的機関からの余
震の可能性に関する情報 55.6％ 30.9％  8.1％ 10.9％  2.3％ 10.9％  0.9％  8.9％

5 ． （地震災害の場合）公的機関以外から
の余震の可能性に関する情報 54.8％ 29.7％  7.1％ 10.7％  3.1％  9.4％  0.7％  9.3％

避難情報
25． 自治体からの避難情報（避難指示，避
難勧告，避難準備・高齢者等避難開始
情報等の発令）

57.3％ 25.9％  9.0％ 11.7％  3.1％  8.3％  0.8％ 10.9％

交通

10． 道路の復旧に関する情報 54.1％ 26.5％  9.8％ 14.8％  3.9％  7.6％  1.1％  9.4％
9 ． 通れない道（通行止め，土砂崩れ，冠
水など）に関する情報 53.1％ 27.5％  9.4％ 15.7％  4.4％  9.3％  1.3％  9.5％

8 ．バスの運行情報 52.5％ 24.2％  7.0％ 12.4％  2.8％  8.8％  1.0％  9.1％
7 ．電車の運行情報 51.5％ 26.0％  7.3％ 13.8％  2.2％  9.2％  0.9％  9.1％

避難所

15． どの避難所がいつ開設されたのかとい
う情報 51.7％ 23.7％  9.0％ 14.2％  4.8％  9.9％  1.2％  9.9％

16． どの避難所がいつ閉鎖されたのかとい
う情報 51.0％ 21.9％  9.5％ 13.3％  4.8％ 10.0％  1.1％  9.3％

ライフ
ライン

17． 水道が復旧する時期の情報 50.2％ 22.4％  8.9％ 14.9％  4.7％ 10.9％  1.5％ 10.6％
18． 水道が停止している場所の範囲の情報 49.6％ 22.6％  8.7％ 15.3％  4.2％ 10.4％  1.1％ 10.6％
21．ガスが復旧する時期の情報 48.8％ 23.6％  7.7％ 12.2％  3.9％  9.8％  0.7％  9.7％
22． ガスが停止している場所の範囲の情報 48.6％ 23.6％  7.7％ 12.7％  3.9％  9.4％  0.6％  9.8％
20． 電気が停止している場所の範囲の情報 48.0％ 25.6％  7.9％ 12.7％  4.0％ 10.1％  0.7％ 11.3％
19．電気が復旧する時期の情報 47.9％ 25.9％  7.5％ 12.3％  3.9％ 10.4％  0.7％ 11.5％

生活支援

11． 避難生活で活かせる知恵（手作りろう
そく，トイレの処理など）に関する情報 47.8％ 21.3％  7.8％ 19.0％  6.5％ 10.3％  2.8％ 10.2％

12． いつどこで支援物資を得られるかとい
う情報 46.3％ 23.2％  9.1％ 18.6％  7.3％ 13.2％  2.4％ 10.6％

14． お風呂に関する情報（場所，時間，利
用料など） 44.7％ 22.4％  8.9％ 17.8％  7.2％ 14.5％  2.8％ 10.4％

23．携帯電話が充電できる場所の情報 43.5％ 24.6％  6.1％ 16.4％  5.2％ 13.1％  2.1％  9.8％
13． どの店舗が営業しているかという情報 42.2％ 23.0％  7.4％ 19.5％  6.4％ 13.4％  3.3％ 11.4％

安否確認

6． 家族に送った自分自身の安否情報（ど
こにいるかの／場所の情報含む） 22.8％ 16.0％  3.3％ 12.3％  4.9％ 36.0％  2.6％ 10.6％

1 ．家族の安否が分かった情報 20.8％ 14.3％  3.2％ 11.8％  4.2％ 40.8％  1.7％ 11.2％
2 ． 家族以外の親戚の安否が分かった情報 19.8％ 14.6％  3.6％ 12.2％  5.4％ 39.5％  2.4％ 11.0％
3 ．知人・友人の安否が分かった情報 18.9％ 13.5％  3.8％ 15.3％  7.9％ 37.7％  5.0％ 10.9％

■ 40％以上　　■ 30-40％　　■ 20-30％
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の情報を入手した手段として回答を得た結果を示
している。収集した情報は，図 2の役立った程度
の順番ではなく，表 1左側にあるように，ハザー
ド，避難情報，交通，避難所，ライフライン，生
活支援，安否確認といった区分に整理して示して
いる。入手した手段と情報で40％以上，30％以上
40％未満，20％以上30％未満で，各組み合わせを
黒とグレーで色付けしている。
　表 1を見ると，ハザード，避難情報，交通，避
難所，ライフライン，生活支援に関する情報は，
テレビでの入手がいずれも40％を超えて最も多く，
次点はラジオでの入手がいずれも20％を超えてい
る。ほかに，これらの情報を入手した手段が20％
を超えた情報入手手段はないことから，ハザード，
避難情報，交通，避難所，ライフライン，生活支

援に関する情報はテレビとラジオで主に入手して
いたことが分かる。表 1を見ると，安否確認に関
する情報は，LINEが情報入手手段であった人が
30％を超えており，どの手段よりも高いことが分
かる（表 1下方）。LINEが安否確認の手段として
多用されていたことは，既存の調査事例でも確認
されている11）。以上より，対象とした災害事例に
おいて役立った情報で見ると，安否確認は主に
LINEで，それ以外の情報は，多くの人がテレビ・
ラジオで入手していたことが分かった。
　情報入手手段とそれを使用した人のパーソナリ
ティ特性および年齢の関係を分析するために， 2
章で示した尺度について，情報入手手段の使用の
有無で平均値の差を求めて t検定を行った（表 2）。
表 2には， 5％水準で有意であった組み合わせの

表 2　情報入手手段の使用有無でみた個人特性尺度の差
　　　（ 5％水準で有意な差がみとめられた組み合わせの値のみ掲載）

上段：平均値の差
（正：使用した人の値が高い，負：使用しない人の値が高い），

下段：p値
テレビ ラジオ 新聞 Twitter Facebook LINE Instagram

情報実践力尺度
（高比良ら，2001）

1 ．収集力
0.14 0.16 0.14
0.038 0.035 0.002

2 ．判断力

3．表現力
0.10
0.004

4 ．処理力
0.23 0.22
0.000 0.034

5 ．創造力
0.05 0.19 0.18
0.039 0.002 0.042

6 ．発信・伝達力
0.16
0.008

ネット荒らし尺度（増井ら，2019）
－0.26 0.21 0.23 0.58
0.000 0.032 0.001 0.000

防災リテラシ－得点（川見ら，2016）
－0.04 0.10 0.01
0.022 0.030 0.001

ビッグファイブ
（村上・村上，1997）

1 ．外向性
0.28 0.17
0.002 0.003

2 ．協調性

3．勤勉性
－0.26
0.016

4 ．情緒安定性
－0.19
0.006

5 ．知性
－0.10
0.026

年齢
－8.64 －2.63 －10.18
0.012 0.002 0.010
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平均値の差のみを示している。表 2中の平均値の
差の値は，正の値であればその情報入手手段を使
用した人の尺度・得点の方が高く，負の値であれ
ばその情報入手手段を使用しなかった人の尺度・
得点の方が高いことを意味する。
　表 1に示した役立った情報（収集した情報）の
入手で，主に使用されていたテレビ，ラジオ，
LINEの 3 つに着目して表 2を見ていく。テレビ
を使用した人は，収集力が高く（0.14），ネット荒
らしの傾向が低い（－0.26）。表 1で役立った情報
を主にテレビで入手している人が多いことから，
収集力が高い人がテレビを使用していたという傾
向と整合する。ラジオを使用した人は防災リテラ
シーが高い（表 2，0.10）。これまでの災害事例に
おいては，災害時にラジオを利用することは効果
的であると言われている19）。これは，停電の状況
のなかで，バッテリーで使用できることや，地方
局から全国放送では流れないローカルな情報を入
手することができるためである19）。このことを
知っている人，つまり防災リテラシーが高い人は
ラジオを使用していたと考えられる。
　LINEは，ネット荒らしの傾向が高い人や，外
向性が高い人が使用する傾向にあった（表 2，0.23，
0.17）。なお，各情報入手手段の使用の有無にお
ける年齢の平均値の差を見ると，Twitterは－8.6
歳，Facebookは－2.6歳，Instagramは－10.2歳と，
年齢が若い人の方が災害時に主に使用する傾向に
あり（いずれも 5 ％水準で有意な相関が見られた
もの），それ以外には年齢の有意差は確認されな
かった（表 2）。
　以上をまとめると，災害時の情報収集について
は，ネット荒らしや外向性の傾向がある人の方が
LINEを，情報の収集力が高い人はテレビを，防
災リテラシーが高い人がラジオを使用する傾向に
あることが分かる。

4 ．結果・考察：情報の発信
　図 3に災害時に SNSで発信した経験の有無の
内訳を示す。発信した経験がある人のうち，各情
報について，その際に使用した情報発信手段の割
合を表 3に示す。図 3は，「先程選んだ災害が発

生した時に，あなたが情報を発信したことはあり
ますか」という質問と，次問にて表 3の選択肢を
提示して「どんな情報を発信しましたか（複数回
答選択肢：1．Twitter， 2．Facebook， 3．LINE，
4．Instagram， 5．その他， 6．この情報は発
信していない）」という質問を組み合わせて， 1． 

Twitter，2．Facebook，3．LINE，4．Instagram

を選択した回答者の和集合を数えて「発信した」
の件数としている。そのため，図 3に示している
「発信した」という行為は，表 3に示す内容を SNS

で発信した人の人数を示している。SNSで発信し
たことがある人の割合は22.7％と全体の 4分の 1
を下回っている。東日本大震災においては，Twitter

からの被災地内における被害や支援ニーズに関す
る情報発信が極めて少ないことが明らかにされて
いる3）。調査時点でもなお，被災地内からの SNS

での情報発信の行動は，それほど多くないことが
分かる。
　表 3を見ると，すべての情報について，LINE

の発信が最も行われており（11.6～38.0％），次点
には Twitter がつづいている（4.0～17.3％）。
LINEは知人間のクローズドなツールであること
から，主に「関係・つながりをもった人」に発信
していることが多いことが分かる。被災地にいる
立場で SNSから情報発信した人は 2割であり（図
3），さらに多くが Twitterよりも LINEでの発信
が多いこと（表 3）は，被災地の状況をオープン
な SNSから把握することは容易ではないことが

発信した, 284,
22.7％

発信しなかった, 
966, 

77.3％

図 3　 住宅またはライフラインに被害があった
災害で情報を発信した経験　
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示唆される。
　災害時の情報発信手段に使用した SNSツール
とそれを使用した人のパーソナリティ特性の関係

を分析するために， 2章で示した尺度について，
情報発信した SNSの使用の有無で平均値の差を
求めて t検定を行った（表 4）。表 4には， 5 ％

表 3　発信した情報の情報発信手段（MA）

発信した情報 Twitter Facebook LINE Instagram その他
この情報
は発信し
ていない

1． （大雨・台風の場合）災害（河川の状態など）による危険が迫っ
てきていると感じ，家族（親戚含む）に避難を促した 13.0％  4.6％ 38.0％  3.2％  6.0％ 44.4％

2 ． 災害（河川の状態など）による危険が迫ってきていると感じ，
知人・友人に避難を促した 10.2％  7.0％ 34.5％  4.2％  3.2％ 49.3％

3 ． 被害の様子が分かる写真・動画を発信した 15.8％ 11.3％ 31.3％  6.3％  5.3％ 42.6％
4 ． 水が入ってきたので，実際に遭った被災状況を発信した  7.0％  3.9％ 16.2％  4.6％  2.1％ 70.8％
5 ． 冠水などで危険が迫っている場所に関する情報を発信した  7.0％  4.6％ 20.4％  3.9％  3.5％ 66.2％
6 ． 家の近くの被災状況について発信した 17.3％ 13.7％ 34.9％  8.1％  6.3％ 33.5％
7 ． SNSで情報を得た近くの川の増水情報を発信した 10.2％  5.6％ 19.7％  4.2％  3.5％ 64.1％
8 ． 確かな避難所に関する情報を発信した  8.8％  7.4％ 22.5％  4.2％  1.4％ 62.3％
9 ． どこのガソリンスタンドが営業しているかの情報を発信した  6.0％  4.6％ 21.8％  3.2％  2.5％ 66.5％
10． 海上保安庁による救援活動について発信した  4.9％  3.5％ 11.6％  1.8％  0.7％ 79.6％
11． 自衛隊による救援活動について発信した  6.7％  5.6％ 14.8％  2.5％  1.8％ 71.1％
12． 給水場所・給水所（応急給水対応）に関する情報を発信した 10.9％  9.2％ 27.5％  4.6％  5.3％ 50.0％
13． その他  4.0％  3.4％ 13.0％  1.7％  2.8％ 76.8％

■ 20％以上　　■ 10-20％

表 4　災害時の情報発信における SNSの使用有無でみた個人特性尺度の差
　　　（ 5％水準で有意な差がみとめられた組み合わせの値のみ掲載）

上段：平均値の差
（正：使用した人の値が高い，負：使用しない人の値が高い）

下段：p値
Twitter Facebook LINE Instagram

情報実践力尺度
（高比良ら，2001）

1 ．収集力

2．判断力
 0.02  0.05  0.19  0.11
0.000 0.003 0.017 0.031

3 ．表現力
 0.22  0.23  0.23
0.000 0.008 0.016

4 ．処理力
 0.26  0.31
0.048 0.003

5 ．創造力
 0.28  0.25  0.46
0.005 0.006 0.031

6 ．発信・伝達力

ネット荒らし尺度（増井ら，2019）
 0.74  0.55  0.36  0.89
0.008 0.004 0.001 0.000

防災リテラシー得点（川見ら，2016）
 0.16
0.023

ビッグファイブ
（村上・村上，1997）

1 ．外向性
 0.33  0.48  0.43
0.047 0.000 0.020

2 ．協調性
3．勤勉性
4．情緒安定性
5．知性
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水準水準で有意な差が確認された組み合わせの平
均値の差のみを示している。
　表 4の結果について，情報発信で主に使用され
ていた LINEと Twitterについて着目する。LINE，
Twitterともネット荒らしの傾向がある人が使用
する傾向にあった（平均値の差はそれぞれ，0.36，

0.74）。ネット荒らしは，インターネット問題行動
を好む人の特性であることから，SNSから発信さ
れた情報が，必ずしも災害対応や被災者にとって
有益な情報ではなかった可能性は否定できない。

5 ．結果・考察：困った情報の入手
　図 4に，SNSから得た情報で困った経験の有
無について問うた結果を示した。SNSで得た情
報で困った人の割合は31.0％であった。SNSから
デマや誤報を受け取るなどで困った人が存在す
るという報道7）が昨今聞かれる。多い・少ない，
の評価は難しいが，10人に 3 人程度が最近 5 年
でそのような経験をしていたことになる。
　図 4で「SNSから得た情報で困ったことの経
験」が「あった」を選択した回答者に，困った内
容とその困った程度を問うた結果を図 5に示す。
「とても困った」「まあ困った」を合わせて40％を
超えた 9 種類を見ると， 3 種類をのぞいて，情
報の信頼性に起因するものであった。その内容
は（かっこ内の番号は図 5の項目番号に対応），
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1．スーパーやコンビニなどの店舗において，実際は物資の在庫十分にあるにも関わらず，「買占めが起きている」ことを示

す言葉を使った投稿文や商品がカラになった陳列棚の写真や動画を受け取った

2．情報が多すぎてしまい，必要な情報が何か分からなくなってしまった（例：行政機関からの情報がたくさんあり，分かりにく

いと感じた）

3．「地響きが聞こえた」「また地震が来る」など，根拠を伴わない次の災害への不安を煽られた

4．ある特定の情報が二転三転しており，どの情報を信じれば良いのか分からなくなった

5．警察や行政機関以外からの情報で，「泥棒」や「不審車両」などの不審者等情報を受け取った

6．携帯又は水道などのライフラインが実際は止まらないのに，「止まる」との情報を受け取った

7．不確かな交通情報（渋滞など）を受け取った

8．動物園からある動物が逃げたという情報を受け取った

9．被災とは全く関係のない話題や内容を取り上げている投稿を受け取った

10．「他県ナンバーの車は怪しい」という不審者情報が流れた．避難した先でも他県ナンバーの車があると恐怖を感じ，離

れた場所に車を駐車せざるを得なかった

11．実際に被害を目にしていないのに，被害状況を比較するような投稿内容（例：「こちらの方がひどい被害だ」等）が相次

いだ

12．発言力がある人（インフルエンサー，著名人）により誤った情報が拡散された

13．災害発生に関する情報はあるが，検索しても見つけることができなかった（例：氾濫した場所が分からない，どこに避難

していいのか分からない等）

14．SNSの情報から通れると思った道路で，実際は渋滞がすごかった

15．被災者に寄り添っているとは思えない，首長によるツイッター投稿があり，パフォーマンスにしか感じなかった

16．情報をもとに避難所に足を運んだが，既に避難所は人でいっぱいで入れなかった

17．救助を求める投稿（例：写真付きで「ケガをしたので助けてほしい」，「家族が土砂災害に巻き込まれた」等）を目にし

た，、本当かどうか分からなかった

18．情報をもとに給水所に足を運んだが，場所が間違っていた

19．ボランティア情報について，「ここでボランティアを受け付けている」との情報を得たのに，実際に行くとボランティアの募

集は既に締め切られていた

とても困った まあ困った どちらでもない あまり困っていない 全く困っていない そのような情報は受け取っていない

図 5　SNSから得た情報で困ったことと困った程度

あった, 387,
31.0％

なかった, 863, 
69.0％

図 4　 住宅またはライフラインに被害があった
災害において，SNSから得た情報で困っ
たことの経験
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店舗での買い占め（ 1．），再度地震が起こる可能
性（ 3．），不審者情報（ 5．），誤ったライフライ
ン停止予告（ 6．），不確かな渋滞情報（ 7．），動
物園から動物が逃げたというデマ（ 8．）であり，
事実情報ではなく，誤った情報（デマを含む）で
あったり，不安があおられるような情報が多くを
占めていた。
　ほか 3 種類の困った事例は次のとおりである
（図 5）。「 2．情報が多すぎてしまい，必要な情
報が何か分からなくなってしまった」は，情報そ
のものが多く，情報の取捨選択が阻害されたこと
を指す。SNS上から，必要な情報を検索・抽出
することが困難であることが分かる。「 4．ある
特定の情報が二転三転しており，どの情報を信じ
れば良いのか分からなくなった」は，SNSに限ら
ず発生しうる問題であると考える。特筆すべきは，
SNS上では，更新される前の情報が残っており，
それが検索される可能性があるために，更新前の
情報が認識される危険性があることである。
「 9．被災とは全く関係のない話題や内容を取り

上げている投稿を受け取った」は，SNSのコミュ
ニティには，被災していないユーザーも多く存在
するために，不可避な現象であるとも考える。
　図 6に，図 5で19種類の困った情報について
「そのような情報は受け取ってない」以外を選択
した回答者を対象にして，その情報を受け取った
SNSの種類の割合を示した。すべての困った情
報は，Twitterで受け取った人が26.4～47.0％と最
も多く，LINEで受け取った人が17.1～32.6％と
次に多い。これは，災害時に使用した主な情報入
手手段（ 3 章，図 1）で，Twitterと LINEを使用
した人が多かったことの結果を反映していると考
えられる。熊本地震では LINEの方が多く，それ
以外の災害では Twitterと LINEの使用者は同数
であったことから（図 1），Twitterの方がより
困った情報を受け取りやすい手段であったと言え
る。LINEは比較的限られた知人間でやりとりさ
れる情報ツールであるのに対して，Twitterは不
特定多数，匿名の中で情報共有が行われるツール
であることが，困った情報を受け取りやすい原因

図 6　困った情報を得た SNSの種類の割合
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になっていると考えられる。
　次に，SNSから情報を受け取り，困った状況
を体験した人のパーソナリティ特性を把握する。
図 5にある19の項目で「とても困った」という回
答の重みを 1にして，回答者ごとに足し合わせた
値を SNSでの受信で困った程度とし（最大19），
その値とパーソナリティ特性の尺度の相関係数を
計算した結果を表 5に示す。表 5を見ると，SNS

の受信で困った程度との相関係数の絶対値が最も
高かったのはビッグファイブ中の情緒安定性で
あった（－0.09）。情緒安定性は，情緒が安定して
いる人ほど正の高い値をとる指標であるので，こ
の結果は「情緒が不安定な人ほど，SNS受信で困っ
た（情緒が安定した人ほど，SNS受信で困らなかっ

た）」傾向にあったことを示している。表 5では，
いずれの組み合わせも相関係数が0.1を下回って
おり，高い相関があるとは言えない。言い換えれ
ば，SNSの受信で困った事例に遭遇することは，
パーソナリティ特性にはあまり関係なく，様々な
人に起こりうる現象であると言える。

6 ．おわりに
　本稿では，東日本大震災で着目された災害時の
SNS利用に着目し，最近 5 年間の災害事例につ
いて，被災者の SNS利用実態を調査し，その傾
向を明らかにすることを試みた。その結果は次の
ようにまとめられる。
1） 災害時の情報入手手段は，東日本大震災の発
生から10年経過した時点においても，テレビ
が 7～ 8 割とラジオが 4～ 6 割と主流である。
SNSの中では，LINEと Twitterは 2～ 4割を，
テレビやラジオにつづく主に使用される情報
入手手段になってきている（ 3章）。Facebook

や Instagramの使用例は，これらを大きく下
回る。

2） 安全確保や避難行動の参考とする情報（ハザー
ド，避難情報，交通），被災生活を安定させ
るための情報（避難所，ライフライン，生活
支援）は，テレビとラジオで主に入手してい
たのに対して，自身や家族・知人の安否確認
には LINEが多用されていた（ 3章）。

3） 災害時の情報収集については，ネット荒らし
の傾向や外向性がある人は LINEを，情報の
収集力や防災リテラシーが高い人がテレビや
ラジオを使用する傾向にあることが分かった
（ 3章）。
4） 災害時に SNSから情報発信を行っている被
災者は約 2割にとどまる（ 4章）。かつ，その
発信は主に LINEによって行われており，
Twitterなどのオープンな SNSへの発信量が
多くない。

5） 災害時に SNSから困った情報を受け取った
経験がある被災者は 3割であった。特に困っ
た情報は，①事実情報ではなく，誤った情報
（デマを含む）であったり，不安があおられる

表 5　 SNSで困った情報を得たときの困った程
度と個人特性尺度との相関（ 5 ％水準で
有意な相関関係がみとめられた組み合わ
せの値のみ掲載）

上段：相関係数
下段：p値
困った程度

情報実践力尺度
（高比良ら，2001）

1 ．収集力
  0.06
 0.032

2 ．判断力

3．表現力
  0.07
 0.020

4 ．処理力
  0.06
 0.024

5 ．創造力
  0.06
 0.024

6 ．発信・伝達力

ネット荒らし尺度（増井ら，2019）
  0.07
 0.018

防災リテラシー得点（川見ら，2016）
  0.07
 0.016

ビッグファイブ
（村上・村上，1997）

1 ．外向性

2．協調性

3．勤勉性

4．情緒安定性
－0.09
 0.002

5 ．知性
  0.07
 0.021
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ような情報を受け取ったこと，②情報が多す
ぎて，必要な情報が判断しづらくなったこと，
③情報の更新が著しいこと，④被災とは関係
ない情報を目にすることであった（ 5章）。

6） SNSから困った情報は，主に Twitterから受
け取ることが多かった。これは，Twitterと
いうオープンかつ拡散性の高いメディアであ
ることが大きく関連している。さらに，この
ような事例に個人特性によらないことも明ら
かになった（ 5章）。

　災害時の SNS利用には，被災地にいない非被
災者の情報行動も関与することが知られている。
被災者の SNSに関連する行動実態を把握すると
ともに，今後も被災者の SNS利用実態を継続的
に観察していく。
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補注
［ 1］ 狭義の SNSとして Facebookや mixiが挙げ

られる。また，LINEはメッセージングアプ
リであることから，SNSではないという立場
の記述も存在する。広義の SNSは社会的な
ネットワークを構築できるサービスである
Twitter，LINE，Instagramも含まれる。昨今は，
狭義の SNSよりも，広義の SNSとして「SNS」
と呼称することが一般化している。調査票上
で，本調査における SNSの定義は示していな
かった。回答者の認識を統一できていなかっ
た懸念がある。一方で，調査票中では，回答
選択肢として，Twitter，Facebook，LINE，
Instagramを提示することで，これらが本調査
における SNS媒体であることを示唆している。
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要　　旨

　我が国では，東日本大震災の発生を契機にして，災害時における SNSでの情報収集・発信が
実務的，学術的にも議論されることが盛んになった。
　本稿では災害時の被災者の SNS利用動向について最新の状況を調査し，そこにみえる特徴，
課題を明らかにした。主な結果は次のとおりである。 1）災害時の情報入手手段は，東日本大
震災の発生から10年経過した時点においても，テレビが 7～ 8 割とラジオが 4～ 6 割と主流で
ある。SNSの中では，LINEと Twitterは 2～ 4割を，テレビやラジオにつづく主に使用される
情報入手手段になってきている。 2）災害時に SNSから情報発信を行っている被災者は約 2割
にとどまる。その発信は主に LINEによって行われていた。 3）災害時に SNSから困った情報
を受け取った経験がある被災者は 3割であった。特に困った情報は，事実情報ではなく，誤っ
た情報（デマを含む）であったり，不安があおられるような情報を受け取ったこと，情報が多す
ぎて，必要な情報が判断しづらくなったこと，情報の更新が著しいこと，被災とは関係ない情
報を目にすることであった。
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